
【発行】ダイキン工業株式会社 空調営業本部テクニカルエンジニアリング部

事業名
令和4年度概算要求額
（令和3年度予算額）

新規/
継続

建物用途
新築 既築

工場 ビル 住宅

先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金 350億円
（325億円）

継続 〇 〇 － － 〇

住宅・建築物需給一体型
等省エネルギー投資促進
事業

ZEB実証事業
89億円の

内数
（83.9億円の内数）

継続 － 〇 － 〇 〇

災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な
燃料備蓄の推進事業費補助金

50.5億円
（42億円）

継続 〇 〇 － 〇 〇

災害時の強靱性向上に資する天然ガス利用設備
導入支援事業費補助金

15.3億円
（9.1億円）

継続 〇 〇 － 〇 〇

事業名
令和4年度概算要求額
（令和3年度予算額）

新規/
継続

建物用途
新築 既築

工場 ビル 住宅

建築物の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業

新築建築物のZEB化支援事業※
①レジリエンス強化型の新築建築物ZEB実証事業
②新築建築物のZEB実現に向けた先進的省エネル
ギー建築物実証事業

100億円の
内数

（60億円の内数）

継続

－ 〇 － 〇 －

既存建築物のZEB化支援事業※
①レジリエンス強化型の既存建築物ZEB実証事業
②既存建築物のZEB実現に向けた先進的省エネル
ギー建築物実証事業

－ 〇 － － 〇

既存建築物における省
CO2改修支援事業

民間建築物等における
省CO2改修支援事業

－ 〇 － － 〇

国立公園利用施設等の脱炭素化推進支援事業 － 〇 － － 〇

工場・事業場における先導的な脱炭素化取組
推進事業（SHIFT事業）

40億円
（40億円）

継続 〇 〇 － － 〇

地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共
施設への自立・分散型エネルギー設備等導入
推進事業

100億円
（50億円）

継続 公共施設 〇 〇

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金 200億円 新規 公共施設 詳細不明

グリーンリカバリーの実現に向けた中小企業等のCO2
削減比例型設備導入支援事業

10億円 新規 詳細不明

来年度も「省エネ関連補助金」は、継続して要求されています。

事業名
令和4年度概算要求額
（令和3年度予算額）

新規/
継続

建物用途
新築 既築

工場 ビル 住宅

環境・ストック活用推進事業 87.98億円
（74.94億円）

継続 － 〇 － － 〇

令和4年度概算要求

経済産業省

環境省

※本資料は、各省庁公表の令和4年度概算要求資料を基に作成しております。令和3年度の公募内容と異なる場合があります。

国土交通省

Vol.372

(1/1)

※ 令和4年度から「新築建築物」と「既存建築物」の2つに事業が区分されます。それぞれに「レジリエンス強化型ZEB実証事業」と
「ZEB実現に向けた先進的省エネルギー建築物実証事業」があり、要件や補助率等が異なります。

★：ステップアップNEWS発行予定の事業です。ただし、状況により変更する可能性があります。

★

★

★

★

★

★

★

★
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Vol.372

詳細資料
(1/7)

★先進的省エネルギー投資促進支援事業費補助金
要求額:350億円

令和4年度 経済産業省概算要求のPR資料より抜粋

経 産 省

★経産省ZEB実証事業
(住宅・建築物需給一体型等省エネルギー投資促進事業 ZEB実証事業) 要求額:89.0億円の内数

経 産 省

令和4年度 経済産業省概算要求のPR資料より抜粋

★：ステップアップNEWS発行予定の事業です。ただし、状況により変更する可能性があります。
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LPガス災害バルク補助金
(災害時に備えた社会的重要インフラへの自衛的な燃料備蓄の推進事業費補助金) 要求額:50.5億円

経 産 省

令和4年度 経済産業省概算要求のPR資料より抜粋

Vol.372

詳細資料
(2/7)

令和4年度 経済産業省概算要求のPR資料より抜粋

災害時の強靭性向上に資する天然ガス利用設備
導入支援事業費補助金 要求額:15.3億円

経 産 省



【発行】ダイキン工業株式会社 空調営業本部テクニカルエンジニアリング部

要求額:100.0億円の内数

環 境 省

Vol. 372

詳細資料
(3/7)

★既存建築物のZEB化支援事業 建築物の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業

①レジリエンス強化型の既存建築物ZEB実証事業
②既存建築物のZEB実現に向けた先進的省エネルギー建築物実証事業

令和4年度環境省重点施策集より抜粋

★新築建築物のZEB化支援事業 建築物の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業

①レジリエンス強化型の新築建築物ZEB実証事業
②新築建築物のZEB実現に向けた先進的省エネルギー建築物実証事業

要求額:100.0億円の内数

環 境 省

令和4年度環境省重点施策集より抜粋



【発行】ダイキン工業株式会社 空調営業本部テクニカルエンジニアリング部

建築物の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業

国立公園利用施設等の脱炭素化推進支援事業
環 境 省

Vol. 372

詳細資料
(4/7)

令和4年度環境省重点施策集より抜粋

★民間建築物補助金 建築物の脱炭素化・レジリエンス強化促進事業

(既存建築物における省CO2改修支援事業 民間建築物等における省CO2改修支援事業)

要求額:100.0億円の内数

環 境 省

令和4年度環境省重点施策集より抜粋

要求額:100.0億円の内数



【発行】ダイキン工業株式会社 空調営業本部テクニカルエンジニアリング部

Vol. 372

詳細資料
(5/7)

★ SHIFT事業
（工場・事業場における先導的な脱炭素化取組推進事業） 要求額:40.0億円

環 境 省

令和4年度環境省重点施策集より抜粋

地域レジリエンス・脱炭素化を同時実現する公共施設への
自立・分散型エネルギー設備等導入推進事業 要求額:100.0億円

環 境 省

令和4年度環境省重点施策集より抜粋



【発行】ダイキン工業株式会社 空調営業本部テクニカルエンジニアリング部

★グリーンリカバリーの実現に向けた中小企業等のCO2削減
比例型設備導入支援事業 要求額:10.0億円

環 境 省

Vol. 372

詳細資料
(6/7)

令和4年度環境省重点施策集より抜粋

地域脱炭素移行・再エネ推進交付金
要求額:200.0億円

環 境 省

令和4年度環境省重点施策集より抜粋

New

New
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Vol. 372

詳細資料
(7/7)

■補助事業活用のスケジュール

11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月

申請期間は約1か月程度と短いため、事前に準備を進めることが重要です。

改修内容の

決定
省エネ計算

活用できる

補助金の選定

採択率UP

に向けた検討

⑤申請書類の

作成

■申請までのステップ（補助事業申請準備期間にやるべきこと）

■省エネ計算で必要な資料

■補助金活用時の注意事項

補助事業を活用する設備改修をご検討の場合は、営業担当までご相談ください。
また、令和4年度の公募が開始され次第、★マークの各補助事業の詳細について、
別途専用のステップアップNEWSを発行いたします。

補助事業申請準備期間
申請
期間

採択
発表

事業
完了

工事期間 補助金
受取

Step1 Step2 Step3 Step4

改修する設備が決まれば、まずは省エネ計算。最適な補助事業を選定しましょう。

① エネルギー使用量実績 ※電気・ガス・油（ガソリン・灯油・A重油・軽油等）の使用明細

◎直近1年分のエネルギー明細をご用意ください。

② 導入前後の設備の機器確認

◎設置場所ごとに既存設備と導入設備の機器の確認し、改修内容を決定してください。

③ 各設備の稼働状況

◎設置場所ごとに稼働状況（冷房期間、暖房期間、月運転日数、１日の運転時間等）をご教示ください。

省エネ計算のために、上記3点のご準備をお願いします。

①各補助事業には予算額が決められており、必ず採択され補助金が支払われるわけではありません。

②工事期間が制約されます。（採択後から12月～1月あたりまで）

③ 補助金は事業完了後（工事代金の支払い後）に支払われます。

④ 事業完了後、1～3年間の事業報告義務があります。

⑤ 補助事業で取得した設備を、法定耐用年数の期間内に処分（譲渡、交換、貸付け、廃棄、担保など）する

場合は、執行団体の承認が必要です。 ※上記の内容については補助事業により異なります。


